
平成１５年度

環境省予算(案)事項別表

平成１４年１２月

環 境 省



平成１５年度環境省予算（案）の概要

（単位：千円）

平成１４年度 平成１５年度 対 前 年 度

比 較

予   算   額 予算額(案) 増 △ 減 額

（組織）環 境 省 264,356,282 262,277,207 △ 2,079,075

（項）環境省 64,922,033 69,254,778 4,332,745

環境省一般行政に必要な経費 10,960,879 11,328,183 367,304

○既定定員に伴う経費 10,170,616 10,358,794 188,178

○増員要求に伴う経費 0 173,229 173,229

○振替要求に伴う経費 0 △ 95,548 △ 95,548

○経常事務費 297,936 306,575 8,639

○大臣官房一般行政費 244,140 334,804 90,664

○公務員新人事評価制度導入検討費 1,960 1,959 △ 1

○中央合同庁舎第５号館維持管理等経費 246,227 248,370 2,143

審議会等に必要な経費 68,998 74,911 5,913

国際会議等に必要な経費 1,157,340 1,192,450 35,110

○国際会議等経費 168,540 167,330 △ 1,210

○二国間国際会議関係経費 25,198 23,790 △ 1,408

○国際分担金等経費 963,602 1,001,330 37,728

・ 国連大学拠出金 0 50,000 50,000

（持続可能な開発のための教育10年構想事業費）

廃棄物対策等に必要な経費 3,970,195 7,184,994 3,214,799

○廃棄物対策等事務処理費 63,019 49,944 △ 13,075

事 項
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（単位：千円）

平成１４年度 平成１５年度 対 前 年 度

比 較

予   算   額 予算額(案) 増 △ 減 額

事 項

○循環型社会形成推進費 515,586 914,096 398,510

・ 循環型社会形成推進基本計画フォローアップ経費 25,300 95,559 70,259

・ ゴミゼロ型地域社会形成推進施設整備費 50,000 516,500 466,500

○廃棄物処理新システム開発費 337,027 247,240 △ 89,787

・ ＰＣＢ廃棄物の拠点処理における運行状況管理の 15,397 48,958 33,561

ためのシステム開発

○廃棄物処理技術等情報提供システム開発費 18,765 10,293 △ 8,472

○廃棄物対策推進費 187,070 110,817 △ 76,253

・ （新）有害物質含有等製品廃棄物の適正処理ガイド 0 12,769 12,769

ライン緊急策定調査

・ （新）最終処分場跡地実態調査費 0 19,898 19,898

○産業廃棄物等処理対策強化費 129,970 203,429 73,459

・ 産業廃棄物適正処理・再生利用推進対策費 8,748 13,523 4,775

・ （新）不法投棄事案対応支援事業 0 28,230 28,230

・ （新）産業廃棄物処理業リ・スタイル化計画推進 0 40,202 40,202

事業費

・ （新）新たなＰＣＢ汚染物の特定及び適正処理確 0 13,253 13,253

保方策検討調査

・ （新）廃棄物不法輸出入防止国際ネットワーク事業 0 10,737 10,737

○廃棄物再生利用等推進費 2,679,008 5,611,463 2,932,455

・ ごみ焼却施設解体ダイオキシン類測定費補助金 200,000 200,000 0

・ 産業廃棄物不法投棄等原状回復措置推進費補助金 200,000 3,200,000 3,000,000

・ ＰＣＢ廃棄物対策推進費補助金 2,000,000 2,000,000 0
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（単位：千円）

平成１４年度 平成１５年度 対 前 年 度

比 較

予   算   額 予算額(案) 増 △ 減 額

事 項

○浄化槽対策推進費 39,750 37,712 △ 2,038

総合環境政策に必要な経費 4,071,114 4,638,503 567,389

○情報基盤の強化対策費 767,465 1,142,009 374,544

・ 行政手続電子化推進基盤整備費 150,000 289,337 139,337

○燃料電池自動車率先導入経費 0 15,120 15,120

○環境保全普及推進費 87,965 73,986 △ 13,979

○地方環境対策調査経費 121,454 138,572 17,118

・ 地方環境対策調査官事務所情報提供・連携等経費 8,014 24,911 16,897

○地域環境問題実態調査等経費 8,772 9,560 788

○総合環境政策企画推進等経費 21,155 22,649 1,494

○環境研究連絡調整等経費 13,385 11,281 △ 2,104

○環境基本計画推進経費 488,428 449,098 △ 39,330

○国等におけるグリーン購入推進等経費 45,226 39,761 △ 5,465

・ グリーン購入法の対象品目拡大のための検討体制 9,352 10,688 1,336

の強化（特定調達品目に関する検討会の開催等）

○公害防止計画策定経費 10,753 12,930 2,177

○環境経済統合推進等経費 23,360 30,139 6,779

・ 国、地方の環境施策全体から見た経済的措置の総 9,072 12,204 3,132

合的な活用のあり方に関する調査検討費

・ 環境と経済の統合のための産業活動のグリーン化 7,566 11,793 4,227

促進に関する調査検討費

・ （新）環境対応型技術の開発・普及の促進に関す 0 1,728 1,728

る調査検討費
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（単位：千円）

平成１４年度 平成１５年度 対 前 年 度

比 較

予   算   額 予算額(案) 増 △ 減 額

事 項

○環境保全企業行動等推進経費 145,574 118,060 △ 27,514

○環境教育施策の推進対策費 406,037 240,666 △ 165,371

・ （新）愛知万博に関する環境教育推進事務費 0 14,759 14,759

・ （新）環境教育・環境学習データベース総合整備 0 19,834 19,834

事業

・ （新）環境教育指導者育成事業 0 12,063 12,063

○環境パートナーシップ推進費 126,267 123,589 △ 2,678

○環境影響評価実施促進経費 305,364 289,917 △ 15,447

・ （新）戦略的環境アセスメント実施環境等整備費 0 29,137 29,137

・ （新）地域配慮型環境アセスメント促進事業費 0 29,324 29,324

○総合化学物質対策検討費 1,499,909 1,921,166 421,257

・ ＰＲＴＲデータを活用したリスク低減の推進 5,992 37,956 31,964

・ 化学物質環境安全社会推進費 15,816 49,397 33,581

・ 生態系保全の観点を含めた化学物質の審査・規制 40,170 69,534 29,364

手法の改善調査

・ ＰＯＰｓ（残留性有機汚染物質）条約総合推進費 267,001 276,128 9,127

・ （新）ＧＨＳ（化学品の分類・表示に関する世界 0 24,197 24,197

システム）等総合推進費

・ （新）小児等の脆弱性を考慮したリスク評価検討 0 25,243 25,243

調査

環境研修センターに必要な経費 298,548 133,755 △ 164,793

○環境研修センター事務処理費 152,359 92,624 △ 59,735

○研修費 129,308 37,955 △ 91,353
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（単位：千円）

平成１４年度 平成１５年度 対 前 年 度

比 較

予   算   額 予算額(案) 増 △ 減 額

事 項

○国際研修関係経費 16,881 3,176 △ 13,705

○（新）環境統計企画調査等経費 0 0 0

環境事業団助成に必要な経費 6,281,245 7,835,069 1,553,824

○環境事業団助成費 5,475,609 7,033,388 1,557,779

○地球環境基金関係経費 805,636 801,681 △ 3,955

公害健康被害補償対策等に必要な経費 17,507,690 17,662,401 154,711

・ 局地的複合大気汚染の健康影響に関する調査研究 80,826 121,829 41,003

・ （新）大気汚染物質の喘息等の症状悪化への複合 0 24,765 24,765

的影響に関する調査研究

・ （新）公害認定患者の高齢化等に伴う療養福祉対 0 12,399 12,399

策検討調査費

水俣病対策に係る地方債償還費補助に必要な経費 7,339,163 7,020,437 △ 318,726

地球環境保全対策に必要な経費 3,082,511 2,646,559 △ 435,952

○内外の環境情報の管理推進等経費 22,805 18,993 △ 3,812

○国際環境協力推進費 1,236,730 1,118,954 △ 117,776

・ 地球環境に関するアジア太平洋地域共同研究・観 147,332 173,026 25,694

測推進費

・ （新）国際環境協力における南南協力推進検討事業 0 10,950 10,950

○ヨハネスブルグサミットフォローアップ経費 130,383 106,817 △ 23,566

○地球温暖化国内対策経費 673,691 617,622 △ 56,069

・ 温室効果ガス排出量・吸収量管理体制整備費 203,658 248,259 44,601

○脱温暖化戦略総合推進費 248,588 57,641 △ 190,947
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（単位：千円）

平成１４年度 平成１５年度 対 前 年 度

比 較

予   算   額 予算額(案) 増 △ 減 額

事 項

○地球温暖化国際対応経費 127,785 113,404 △ 14,381

・ （新）日米気候変動問題セミナー実施事業 0 14,733 14,733

・ （新）地球温暖化に係る将来目標検討経費 0 26,486 26,486

○広域大気環境・越境大気汚染対策費 400,100 406,021 5,921

・ （新）黄砂対策推進費 0 25,895 25,895

○海洋汚染対策費 230,240 198,585 △ 31,655

○地球環境研究推進経費 12,189 8,522 △ 3,667

大気汚染防止対策等に必要な経費 2,858,479 2,569,289 △ 289,190

○大気汚染防止対策費 1,534,273 1,289,458 △ 244,815

・ （新）高排出量化学物質モニタリング調査事業 0 24,685 24,685

・ ヒートアイランド対策に関する調査 19,996 23,056 3,060

○広域大気環境対策費 215,030 206,138 △ 8,892

・ 花粉観測・予測体制整備費 100,000 101,922 1,922

○騒音規制対策費 28,614 47,029 18,415

・ （新）騒音評価手法及び規制手法等検討調査 0 26,536 26,536

○悪臭防止対策費 45,586 48,937 3,351

・ （新）においとかおりの測定法に関する国際ワー 0 9,003 9,003

クショップの開催

○振動公害対策費 7,758 6,963 △ 795
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（単位：千円）

平成１４年度 平成１５年度 対 前 年 度

比 較

予   算   額 予算額(案) 増 △ 減 額

事 項

○交通環境対策費 694,010 665,225 △ 28,785

・ （新）低公害車新環境格付け制度検討調査 0 13,172 13,172

・ （新）燃料電池自動車環境総合調査 0 14,160 14,160

・ （新）燃料電池自動車啓発推進費 0 30,061 30,061

・ 自動車排出窒素酸化物及び粒子状物質総量削減対 232,677 298,499 65,822

策推進費

・ （新）自動車騒音に係る面的評価支援システムの 0 13,691 13,691

構築

○自動車公害防止対策費 273,042 253,652 △ 19,390

・ （新）燃料蒸発ガス対策に関する検討調査 0 12,343 12,343

○環境測定に関する調査費 32,408 31,936 △ 472

○環境管理基盤整備に関する調査費 27,758 19,951 △ 7,807

水質汚濁防止対策等に必要な経費 2,689,060 2,330,836 △ 358,224

○水質汚濁防止対策推進費 1,959,703 1,740,693 △ 219,010

・ 水生生物保全のための水質目標の検討 35,291 67,553 32,262

・ 水環境における有害物質ﾘｽｸ管理手法検討調査 47,133 84,768 37,635

・ （新）有機汚濁物質排水規制点検事業 0 23,190 23,190

・ （新）水生生物保全のための排出影響調査 0 35,201 35,201

○生活排水対策総合推進費 72,470 20,183 △ 52,287

○閉鎖性海域対策費 215,507 275,062 59,555

・ 有明海水質保全対策 17,764 91,902 74,138

・ （新）世界閉鎖性海域環境保全推進経費 0 6,917 6,917
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（単位：千円）

平成１４年度 平成１５年度 対 前 年 度

比 較

予   算   額 予算額(案) 増 △ 減 額

事 項

○湖沼環境保全対策調査費 37,091 54,018 16,927

・ 非特定汚染源対策計画検討調査 6,231 23,274 17,043

○水質保全・管理対策調査費 312,672 190,732 △ 121,940

・ （新）地下水汚染源簡易推定手法設定調査 0 30,289 30,289

・ （新）ダイオキシン類汚染底質対策検討調査 0 40,892 40,892

○地盤沈下対策推進費 79,210 50,148 △ 29,062

○前年度限りの経費 12,407 0 △ 12,407

土壌汚染防止及び農薬対策に必要な経費 2,378,116 2,503,149 125,033

○土壌汚染防止対策推進費 2,202,068 2,348,332 146,264

・ 農用地土壌汚染監視費補助 22,131 71,734 49,603

・ 市街地土壌汚染監視費補助 24,213 159,580 135,367

・ （新）ダイオキシン類汚染土壌浄化技術等確立調査 0 266,978 266,978

○農薬対策推進費 176,048 154,817 △ 21,231

環境監視等設備整備に必要な経費 811,085 770,530 △ 40,555

自然環境保全対策に必要な経費 1,447,610 1,363,712 △ 83,898

○自然保護行政等指導費 3,657 2,314 △ 1,343

○自然環境保全地域等保全対策費 9,282 8,864 △ 418

○自然環境保全調査費 819,914 1,026,689 206,775

・ （新）重要生態系監視地域モニタリング推進事業費 0 400,000 400,000

（モニタリングサイト１０００）
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（単位：千円）

平成１４年度 平成１５年度 対 前 年 度

比 較

予   算   額 予算額(案) 増 △ 減 額

事 項

○自然環境学習等推進事業費 169,839 132,145 △ 37,694

・ （新）環境保全型自然体験活動（エコツーリズム） 0 10,756 10,756

推進事業費

○国際協力推進費 162,122 146,247 △ 15,875

○自然環境保全技術等調査費 75,650 47,453 △ 28,197

○前年度限りの経費 207,146 0 △ 207,146

（項）環境省施設費 68,992 80,641 11,649

環境省施設整備に必要な経費 68,992 80,641 11,649

（項）廃棄物処理等科学研究費 1,050,000 1,150,000 100,000

科学技術の試験研究に必要な経費 1,050,000 1,150,000 100,000

○ 廃棄物処理等科学研究費補助金 1,050,000 1,150,000 100,000

（項）廃棄物処理事業災害対策費 90,000 50,000 △ 40,000

災害廃棄物処理事業に必要な経費 90,000 50,000 △ 40,000

（項）環境基本計画推進調査費 150,000 0 △ 150,000

環境基本計画推進調査に必要な経費 150,000 0 △ 150,000

○環境基本計画重点課題調査費 150,000 0 △ 150,000

（項）地球環境保全等試験研究費 2,301,728 2,088,922 △ 212,806

地球環境保全等試験研究に必要な経費 2,301,728 2,088,922 △ 212,806

○公害防止等試験研究費 1,901,728 1,644,869 △ 256,859

○地球環境保全試験研究費 400,000 444,053 44,053
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（単位：千円）

平成１４年度 平成１５年度 対 前 年 度

比 較

予   算   額 予算額(案) 増 △ 減 額

事 項

（項）環境研究総合推進費 3,660,000 3,730,000 70,000

環境研究総合推進に必要な経費 3,660,000 3,730,000 70,000

○環境技術開発等推進費 765,000 765,000 0

○地球環境研究総合推進費 2,895,000 2,965,000 70,000

（項）独立行政法人国立環境研究所運営費 9,515,867 9,401,135 △ 114,732

独立行政法人国立環境研究所運営費交付金に 9,515,867 9,401,135 △ 114,732

必要な経費

（項）独立行政法人国立環境研究所施設整備費 240,000 410,000 170,000

独立行政法人国立環境研究所施設整備に 240,000 410,000 170,000

必要な経費

 (項）公害防止等調査研究費 4,021,763 4,117,513 95,750

公害防止等調査研究に必要な経費 4,021,763 4,117,513 95,750

○(新）環境技術開発等推進経費 0 550,000 550,000

・ （新）ナノテクノロジーを活用した環境技術開発 0 300,000 300,000

推進事業

・ （新）環境技術実証モデル事業 0 250,000 250,000

○健康被害調査研究費 82,124 78,605 △ 3,519

○公害防止等各種調査研究費 3,129,005 2,641,554 △ 487,451

・ 内分泌攪乱化学物質のリスク評価・試験法開発 1,275,454 1,287,829 12,375

及び国際共同研究等推進経費

・ （新）環境ナノ粒子の生体影響に関する調査研究費 0 99,591 99,591

・ （新）農薬による陸域生態影響評価技術開発調査 0 19,734 19,734
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（単位：千円）

平成１４年度 平成１５年度 対 前 年 度

比 較

予   算   額 予算額(案) 増 △ 減 額

事 項

○衛星搭載用観測研究機器製作費 250,000 321,200 71,200

○地球環境保全対策調査費 429,497 410,905 △ 18,592

○環境研究技術等調査費 115,958 115,249 △ 709

○前年度限りの経費 15,179 0 △ 15,179

（項）自然公園等管理費 2,078,773 2,288,693 209,920

自然公園等の維持管理等に必要な経費 673,269 901,231 227,962

○経常事務費 335,505 312,114 △ 23,391

・ （新）自然保護事務所電子政府システム維持管理更 0 40,071 40,071

新経費

○国立公園等管理費 337,764 411,813 74,049

・ 国立公園等民間活用特定自然環境保全活動（グリー 119,136 150,278 31,142

ンワーカー）事業

○（新）遺産地域等貴重な自然環境保全推進費 0 19,644 19,644

○（新）自然再生推進費 0 145,889 145,889

・ （新）自然再生情報整備推進費 0 45,012 45,012

○（新）温泉の保護及び効率的利用等に関する調査費 0 11,771 11,771

交付公債による特定民有地買上げに必要な経費 344,474 268,389 △ 76,085

鳥獣等保護行政に必要な経費 1,061,030 1,119,073 58,043

○鳥獣保護基盤整備費 29,678 45,761 16,083

○鳥獣保護推進費 4,023 3,704 △ 319

○希少種保護推進費 513,771 569,815 56,044
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（単位：千円）

平成１４年度 平成１５年度 対 前 年 度

比 較

予   算   額 予算額(案) 増 △ 減 額

事 項

○国設鳥獣保護区対策費 109,779 84,715 △ 25,064

○野生生物との共生推進費 77,174 57,484 △ 19,690

○特定鳥獣対策費 184,589 193,782 9,193

・ 特定鳥獣等保護管理対策費補助 133,843 137,981 4,138

・ （新）アザラシ類生息状況調査費 0 10,240 10,240

○移入生物対策費 69,478 111,201 41,723

・ （新）移入種リスク評価基盤緊急整備事業 0 30,460 30,460

・ 遺伝子組換え生物対策事業 23,239 30,794 7,555

○動物愛護管理推進費 0 52,611 52,611

・ （新）飼養動物との共生推進総合モデル事業 0 11,157 11,157

○（新）森林性鳥獣生息環境整備事業費 0 0 0

○前年度限りの経費 72,538 0 △ 72,538

（項）環境保全施設整備費 641,008 872,247 231,239

環境保全施設整備に必要な経費 641,008 872,247 231,239

○（新）地域調和型エコハウス整備費補助 0 0 0

○野生生物保護管理施設等整備費 196,008 447,247 251,239

・ （新）国設鳥獣保護区における環境学習・保全調 0 304,399 304,399

査拠点整備事業

・ （新）トキ野生順化施設整備計画費 0 71,027 71,027

○山岳環境浄化・安全対策緊急事業費補助 50,000 50,000 0

○環境保全施設整備費補助 270,000 256,000 △ 14,000

○自然共生型地域整備推進事業費補助 125,000 119,000 △ 6,000
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（単位：千円）

平成１４年度 平成１５年度 対 前 年 度

比 較

予   算   額 予算額(案) 増 △ 減 額

事 項

（項）廃棄物処理施設整備費 160,273,000 147,305,000 △ 12,968,000

廃棄物処理施設整備に必要な経費 160,273,000 147,305,000 △ 12,968,000

（項）自然公園等事業費 13,979,489 13,616,654 △ 362,835

自然公園等事業に必要な経費 13,979,489 13,616,654 △ 362,835

・自然再生事業関係費 968,000 1,002,056 34,056

（項）自然公園等事業工事諸費 707,511 661,346 △ 46,165

自然公園等事業工事諸費に必要な経費 707,511 661,346 △ 46,165

 (項）国立水俣病総合研究センター 656,118 372,891 △ 283,227

国立水俣病総合研究センターに必要な経費 656,118 372,891 △ 283,227

○既定定員に伴う経費 264,965 79,832 △ 185,133

○増員要求に伴う経費 0 0 0

○一般事務処理費 97,162 69,940 △ 27,222

○研究費 293,991 223,119 △ 70,872

・（新）環境中の水銀の除去方法の実用化等に 0 18,555 18,555

関する研究

(別に(項)環境調査研修所分として6,027千円を計上(計24,582千円))

・（新）水俣病関連資料総合調査事業 0 20,957 20,957
(別に(項)環境調査研修所分として9,602千円を計上(計30,559千円))

（項）環境調査研修所 0 556,775 556,775

環境調査研修所の運営に必要な経費 0 361,595 361,595

○増員要求に伴う経費 0 2,264 2,264

○振替要求に伴う経費 0 268,708 268,708

○経常事務費 0 2,863 2,863

○環境調査研修所事務処理費 0 87,760 87,760
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（単位：千円）

平成１４年度 平成１５年度 対 前 年 度

比 較

予   算   額 予算額(案) 増 △ 減 額

事 項

環境保全に関する調査及び研修等に必要な経費 0 195,180 195,180

○研修関係費 0 100,028 100,028

○調査研究費 0 95,152 95,152

（項）環境調査研修所施設費 0 320,612 320,612

環境調査研修所施設整備費に必要な経費 0 320,612 320,612

○環境調査研修所施設整備費 0 22,464 22,464

○国立水俣病総合研究センター施設整備費 0 298,148 298,148

（項）石油税財源石油及エネルギー需給構造高度化 0 6,000,000 6,000,000

　　　対策費

石油税財源の石油及びエネルギー需給構造高度化 0 6,000,000 6,000,000

対策特別会計石油及びエネルギー需給構造高度化

勘定へ繰入れに必要な経費
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石油及びエネルギー需給構造高度化対策特別会計
（単位：千円）

平成１４年度 平成１５年度 対 前 年 度

比 較

予   算   額 予算額(案) 増 △ 減 額

石油及びエネルギー需給構造高度化勘定 0 6,000,050 6,000,050

（項）エネルギー需給構造高度化対策費 0 5,920,000 5,920,000

エネルギー需給構造高度化促進対策に必要な経費 0 5,520,000 5,520,000

　

 ○再生可能燃料利用促進補助事業 0 800,000 800,000

　

 ○生ごみ利用燃料電池等普及促進事業 0 100,000 100,000

　

　○対策技術率先利用試験補助事業 0 100,000 100,000

　

　○地方公共団体率先対策補助事業 0 1,600,000 1,600,000

　

　○地域協議会対策促進事業 0 400,000 400,000

　

・地域協議会代エネ・省エネ対策推進事業 0 300,000 300,000

　

　○廃棄物処理施設に対する温暖化対策事業 0 500,000 500,000

　

　○ＣＤＭ／ＪＩ、排出量取引の実施に係る支援事業 0 1,410,000 1,410,000

　○温暖化防止活動支援事業 0 410,000 410,000

　

○事業活動に伴う国内排出量対策推進 0 200,000 200,000

　

　 ・製品等に係る二酸化炭素排出量評価事業 0 100,000 100,000

エネルギー需給構造高度化技術開発促進対策に 0 400,000 400,000

必要な経費

○事業者による技術開発補助事業 0 200,000 200,000

　

　○国立環境研究所による技術開発事業 0 200,000 200,000

事 項
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（単位：千円）

平成１４年度 平成１５年度 対 前 年 度

比 較

予   算   額 予算額(案) 増 △ 減 額
事 項

（項）事務処理費 0 19,950 19,950

事務処理に必要な経費 0 19,950 19,950

（項）諸支出金 0 100 100

返納金等の払戻しに必要な経費 0 100 100

（項）予備費 0 60,000 60,000

予備費 0 60,000 60,000
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